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概要 

昨今の自動車業界では、先進的な技術と高い安全性が要求されており、国内外で電気自動車（以下 EV1）や

自動運転技術の普及が進められている。これに伴い、自動車関連の部品・部材に要求される性能や機能も変

化し、自動車メーカーだけでなく部品・部材メーカーにおいてもリコールリスクについて軽視できないもの

と考える。当社では 2013 年にも同テーマ2でレポートを発行しているが、本レポートでは最新の動向を踏ま

えながら、部品・部材メーカーを取り巻くリコールリスクやリコール対策のポイントについて紹介する。 
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1. 自動車のリコール動向 

近年、EV や自動運転技術の普及が進んでおり、これに伴って自動車関連の部品・部材に要求される性能や

機能も変化してきている。また、技術の高度化により、ソフトウェアも複雑化している状況である。これら

の部品・部材、ソフトウェアなどに不具合があった場合、多くは最終製品である自動車のリコールとして公

表される。そこで、部品・部材メーカーのリコールリスクを考えていく前に、まずは国内と米国の自動車リ

コールの動向について紹介する。 

1.1. 国内 

図 1に、国内のリコール件数と台数の推移を示す。リコール件数は長期的に見ると増加しており、1990 年

代初頭（1990 年～1995 年の平均）と 2020 年代（2020 年～2022 年の平均）の件数を比較すると約 6倍となっ

ていることが分かる。 

1995 年度あたりからリコール件数が増加しているが、これは、道路運送車両法の改正3によってリコール制

度が強化されたことが要因であると考えられる。また、2004 年度のリコール件数の急増については、「自動車

メーカーのリコール隠し事件」による影響が起因している。そして、その後も 2019 年度までリコール件数は

増加傾向にあり、その水準を保ったまま 2020 年度以降は「横ばい」となっている。 

リコール台数に関しては、1990 年代と比較すると増加傾向が見られるが、リコールの対象となる自動車の

流通台数に影響を受けることから、年度ごとの差が大きい。2014～2016 年度に急増しているのは、エアバッ

クの大規模リコールが影響している。 

 

図1 国内におけるリコール件数と台数の推移4 

  

                              
3 1995 年 1 月に運輸省令に規定されていたリコール制度が道路運送車両法で規定されることになった。また、メーカー

等がリコールを実施しない場合に、政府が自動車メーカー等に対して、リコールの実施を勧告できるようになった 
4 国土交通省「各年度のリコール届出件数及び対象台数」， 

https://renrakuda.mlit.go.jp/renrakuda/data004.html(アクセス日：2023-09-13)のデータを基に、当社で作成 
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1.2. 米国 

図 2 に、米国におけるリコール件数と台数の推移を示す。日本国内同様、リコール件数は増加傾向が見ら

れ、1990 年代初頭（1990 年～1995 年の平均）と 2020 年代（2020 年～2022 年の平均）を比較すると約 3 倍と

なっている。また、2022 年の件数を日本国内と比較すると、米国は約 2.5 倍となっており、日本国内と比べ

てリコール件数が多いことが分かる。 

リコール台数に関しても、日本国内と同様にばらつきがあるが、全体としてはやや増加傾向にある。2014

～2016 年に急増しているが、米国においてもエアバッグの大規模なリコールが影響している。また、エンジ

ン始動に使用されるイグニッションスイッチを巡る大規模リコール事案の発生などが重なり、2015 年には

8,000 万台を超えるリコール台数を記録している。2017 年以降についても、米国のリコール台数は数千万台

規模で推移しており、日本国内と比較してもリコールの規模が大きいことが分かる。 

なお、日本国内と比較して米国のリコール件数と台数が多い理由は、「保有台数の差」が最も大きい要因で

あると推測される。米国の人口は日本の「約 2.8 倍」5であり、自動車の保有台数も米国の方が「約 3.5 倍」

6多い。また、日本国内と比較しても、米国の方が展開されている車種が多いことも想定され、これらの理由

からリコール件数や台数の差が生じているものと考えられる。 

 

図2 米国におけるリコール件数と台数の推移7 

  

                              
5 外部省「人口の多い国」，https://www.mofa.go.jp/mofaj/kids/ranking/jinko_o.html（アクセス日：2023-09-25） 
6 一般社団法人 日本自動車工業会「世界生産・販売・保有・普及率・輸出」， 

 https://www.jama.or.jp/statistics/facts/world/index.html（アクセス日：2023-09-25） 
7National Highway Traffic Safety Administration (米国道路交通安全局) 「NHTSA 2022 Annual Report Safety 

Recalls」https://www.nhtsa.gov/sites/nhtsa.gov/files/2023-03/2022-Recalls-Annual-Report_030223-tag.pdf  

(アクセス日：2023-09-11)のデータを基に、当社で作成 
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2. EV や先進技術を搭載した自動車のリコール動向 

本章では、管轄省庁によって統計情報が公開されている国内と米国を対象として、EV や先進運転支援シス

テムなどの先進技術を搭載した自動車のリコール動向について示す。 

2.1. EV のリコール動向 

2.1.1. 国内 

図 3に、EV のリコール件数と台数の推移（ハイブリッド車（以下 HV）特有の構造に起因するリコールも含

む8）を示す。これを見ると、2016 年度以降のリコール件数にやや増加傾向が見られたが、全体的にリコール

件数が少なく、2018 年度以外は特に目立った特徴は確認されなかった。2018 年度にリコール台数が急増して

いるのは、ハイブリッドシステムの不具合による約 120 万台の大規模リコールが影響していると考えられる。 

現在、日本政府では「2035 年までに新車販売で電動車（EV、HV、プラグインハイブリッド車（以下 PHV）、

燃料電池自動車（以下 FCV））100%を実現」という目標を掲げており、EV を含む電動車が広く普及していくこ

とが予想される。それに伴い、今後は電動車特有の不具合によるリコールが増加する可能性もあり、注視が

必要である。 

 

図3 国内における EV 関連のリコール件数と台数の推移（HV 含む）9 

  

                              
8 ハイブリッドシステムおよび電動機の制御、動力伝達装置、発電機の発電・充電および構造などの HV 特有の構造等が

不具合原因として直接的に関与しているもの 
9 国土交通省「自動車のリコール・不具合情報 公開資料」，https://renrakuda.mlit.go.jp/renrakuda/data.html 

（アクセス日：2023-09-20）のデータを基に、当社で作成 
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2.1.2. 米国 

図 4に、EV の販売台数と普及率10の推移を示す（PHV、FCV 含む）。米国における EV の普及率は、2022 年

で「6.7%」となっており、2020 年から 2022 年にかけて増加していることが分かる。また、それに伴ってリ

コール件数も増加しており、2020 年までは 10 件前後であったリコール件数が、2021 年には 20 件、2022 年

には 40 件と倍増している（図 5）。米国では、「新車販売台数に占める電動車（EV、PHV、FCV）の比率を

2030 年までに 50%にする」という目標を掲げており、今後 EV が普及していくことで、リコール件数もさら

に増加していく可能性がある。 

 

図4 米国における EV の販売台数と普及率の推移（PHV、FCV 含む）11 

 

図5 米国における EV 関連のリコール件数と台数の推移12 

                              
10 全販売台数に占める電動車（PHV、FCV、EV）の販売台数の割合 
11 日本貿易振興機構（ジェトロ）「2022 年米新車市場と 2023 年見通し（後編）EV は前年から大幅に増加」, 

https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2023/2051865300b80d0d.html（アクセス日：2023-09-11）のデータを基

に、当社で作成 
12 National Highway Traffic Safety Administration (米国道路交通安全局) 「NHTSA 2022 Annual Report Safety 

Recalls」https://www.nhtsa.gov/sites/nhtsa.gov/files/2023-03/2022-Recalls-Annual-Report_030223-tag.pdf 

（アクセス日：2023-09-11）のデータを基に、当社で作成 
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2.2. 先進技術を搭載した自動車のリコール動向 

2.2.1. 国内 

図 6に、国内の先進安全自動車（以下 ASV）13に関連するリコールの動向について示す。EV と同様、シート

ベルト着用警報、被害軽減ブレーキなどのASV 技術に関連するリコール件数や台数は少なく、2018 年度以外は

特に傾向も見られなかった。2018 年度にリコール台数が急増しているが、車間距離制御装置や車両安定性制

御装置に関連するリコールが例年よりも多く発生している状況であった14。 

日本国内では、ASV 技術の開発・実用化・普及を促進する「ASV 推進計画」15に取り組んでおり、また世界

的にも自動運転技術の開発が進んでいることを受けて、今後国内でも ASV 技術を搭載した車両台数は増加し

ていくことが予想される。先進技術分野に関しては、近年急速に普及した背景から、思わぬ不具合や事故が

発生するリスクもあり、リコールリスクは高い分野であると言える。 

 

図6  国内における ASV 関連のリコール件数と台数の推移16 

  

                              
13 先進安全自動車（ASV：Advanced Safety Vehicle）：先進技術を用いてドライバーの安全運転を支援するシステムを 

搭載した自動車のこと 
14 国土交通省「自動車のリコール・不具合情報 公開資料」，https://renrakuda.mlit.go.jp/renrakuda/data.html 

（アクセス日：2023-09-20） 
15 自動車総合安全情報「ASV（先進安全自動車）」，https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/01asv/index.html 

（アクセス日：2023-09-11） 
16 国土交通省「自動車のリコール・不具合情報 公開資料」，https://renrakuda.mlit.go.jp/renrakuda/data.html 

（アクセス日：2023-09-20）のデータを基に、当社で作成 
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2.2.2. 米国 

米国では、先進運転支援システム（ADAS）17に関連するリコール件数や台数は増加傾向が見られている（図

7）。2018 年に 10 件程度であったリコール件数が、2022 年には 50 件超と約 5倍に増加している。米国では既

に自動運転タクシーが実用化され、自動運転技術の開発が盛んであるという背景から、リコール件数や台数

が増加していると考えられる。 

また、注目すべきは、OTA18によるリコール台数も増加傾向にある点である（図 8）。近年、自動車は「走る

IoT 機器」と言われるほど IT 化が進んでおり、各種機器とネットワーク接続が可能になっている車両が増え

ている。このため、ソフトウェア不具合の場合には、スマートフォンなどと同様に遠隔でアップデートする

ことが可能となっている。このような技術革新によって、プログラムやソフトウェアなどの欠陥に伴った OTA

によるリコールも増加傾向が見られる。 

 

図 7 米国における ADAS 関連のリコール件数と台数の推移19 

 

図 8 米国における OTA によるリコール台数の推移20 

                              
17 先進運転支援システム（ADAS：Advanced driver-assistance systems）：ドライバーの安全運転を支援する先進的な
運転支援システムの総称 

18 OTA：「Over The Air」の略。無線経由でデータを送受信する技術で、自動車で用いられる場合は、主にプログラムや
ソフトウェアの欠陥によるリコールの場合に、遠隔で自動車の改修ができる「遠隔アップデート技術」のことを指す 

19 National Highway Traffic Safety Administration (米国道路交通安全局) 「NHTSA 2022 Annual Report Safety 
Recalls」https://www.nhtsa.gov/sites/nhtsa.gov/files/2023-03/2022-Recalls-Annual-Report_030223-tag.pdf 

（アクセス日：2023-09-11）のデータを基に、当社で作成 
20 前掲脚注 19 に同じ 
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3. 自動車リコールに連動した部品・部材メーカーのリスク 

1～2 章では、自動車リコールの現状について示した。ここからは、自動車の部品・部材が原因となってリ

コールに至った場合、供給元である部品・部材メーカーがどのような影響を受けるのか、過去の事例を見な

がら示す。 

3.1. 自動車リコールにおいて部品・部材メーカーがリコール関連費用を支払った事例 

2014 年～2022 年の約 9年間で、自動車の部品・部材の不具合が原因でリコールとなった事例の中から、部

品・部材メーカーが計上したリコールに関連する費用を抽出して表 1 にまとめた。このリコール関連費用は、

最終自動車メーカーではなく、あくまでも部品・部材メーカーにおいて計上された費用を示している。ただ

し、この金額は企業の IR 情報などで公表された特別損失額から抽出したものであり、リコール対策費用の実

費とは若干異なる可能性がある。このため、部品・部材メーカーに及んだ影響の一つの指標として見ていた

だきたい。 

 

表 1 部品・部材メーカー起因のリコール発生事例21 

No. 年 原因となった部品・部材 計上額 リコール対象の自動車台数 

1 2014 バッテリー関連部品 約 70 億円 1 万台未満 

2 2014 ハンドル用電子部品 約 160 億円 100 万台以上 

3 2015 パワーウィンドウ関連部品 約 150 億円 100 万台以上 

4 2016 リアゲート関連部品 約 330 億円 10 万台以上 100 万台未満 

5 2016 ワイパー関連部品 約 25 億円 10 万台以上 100 万台未満 

6 2017 エンジン関連部品 約 20 億円 1 万台以上 10 万台未満 

7 2019 ブレーキ関連部品 約 80 億円 10 万台以上 100 万台未満 

8 2021 スライドドア関連部品 約 30 億円 不明 

9 2021 ポンプ関連部品 約 5億円 10 万台以上 100 万台未満 

10 2021 バッテリー関連部品 約 1,300 億円 10 万台以上 100 万台未満 

11 2021 バッテリー関連部品 約 700 億円 1 万台以上 10 万台未満 

12 2022 ブレーキ関連部品 約 5億円 1 万台未満 

 

表 1 を確認してみると、様々な部品・部材が原因となってリコールが発生していることが分かる。また、

各事例でリコール対象台数が異なり、費用も「5 億～1,300 億円」とかなり幅が広いが、1 回のリコールで

「数十億～数百億円」の費用を要した事例が多く確認された。過去には自動車モジュール部品メーカーと、

そのモジュールを構成する部品メーカーとの間で求償が発生した事例も確認されている。これらのことか

らも、自動車リコールは最終自動車メーカーに限定されるものではなく、リコールの原因となった部品・

部材の製造に関わったメーカーにまで影響を及ぼすリスクと言える。 

  

                              
21 各種新聞記事や IR 情報等に基づき、当社で作成 
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3.2. リコール発生時の部品・部材メーカーへの影響 

前節では、リコール発生時に部品・部材メーカーが受ける影響として、リコール関連費用という金額面で

の情報を示した。ここでは、費用以外でリコールが企業に及ぼす影響に関して主要なポイントを示す。 

3.2.1. 対象範囲や原因の特定に関する対応 

自社の部品・部材の不具合や欠陥が原因でリコールに至った場合、最優先事項として取り組むべき内容は

対象範囲（ロットや生産時期など）と不具合発生原因の特定になると考える。その場合、従来予定していた

業務の停滞や生産ラインの停止、代替品の緊急生産など、自社の生産活動に大きな影響が及ぶことが予想さ

れる。 

また、部品・部材においては、1つ 1 つに識別番号を付与していない場合が多いため、対象範囲が想定以上

に拡大するケースも確認されている。さらに原因究明が難航した場合は、想定される原因でリコールの範囲

を選定しなければならず、さらにリコールの台数が増加してしまうというリスクも潜在している。 

3.2.2. 代替部品の製造対応 

リコールの原因が自社製の部品であった場合、リコール対象の台数分だけ部品を交換、修理しなければな

らない。そうなると、その分の交換に使用する代替部品を製造する必要がある。 

その際、リコールの対象台数が少ない場合は、単純な増産で対応が可能となる。ただし、対象が「100 万台」

のような大規模なリコールの場合、長期的な視点で生産スケジュールを調整する必要があり、生産の混乱を

招くおそれがある。2013年に発生したエアバッグの大規模リコール事案などでは、部品の供給が間に合わず、

暫定対策などを駆使して対応を行っていた。このように代替部品の供給自体が自社に大きな影響を及ぼすこ

ととなる。 

3.2.3. 是正処置に関する対応 

対象範囲や原因が明確になった後は、再発防止のための是正処置が求められる。国際規格である ISO9001

などにおいても是正処置に対する要求事項が記載されており、多くのメーカーが不具合発生時には再発防止

のための是正処置を実施しているのではないだろうか。ある事例では、自動車リコールの原因が部品メーカ

ーの「検査工程」に起因していたことが判明し、部品メーカーでは検査方法の見直しや検査にかける時間を

倍にするなどの対策を実施することになった。一度不具合が発生すると、何らかの対策が必要となり、時に

は供給先からの過剰な要求に対応しなければならない場面も想定される。 

3.2.4. その他の影響 

不具合発生時には迅速な対応が求められるが、3.2.1 項に記載した通り、対象範囲や原因究明などの対応

に難航した場合は、自社の信用を失うことにつながるおそれもある。さらに自動車業界における信頼性が低

下すると事業の経営にまで影響が及び、最悪の場合には倒産に追い込まれるようなリスクも潜在している。 

過去 10 年を振り返っても、エアバッグのリコールや、イグニッションスイッチのリコール、排ガス装置の

リコール、燃料ポンプのリコールなど、世界中に波及する大規模なリコールが繰り返し起こっている。特に

エアバッグや燃料ポンプの問題では、部品メーカーが矢面に立ってマスコミ対応などを行わなければならな

い場面も見られた。このように、大規模リコールの当事者になった場合、自動車メーカーからだけではなく、

行政や消費者、マスコミなどから社会的責任を問われることになる。 
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4. リコール件数や台数増加の背景・原因 

1～2 章では、「自動車のリコール件数や台数は増加傾向、もしくは今後増加していく可能性がある」と述べ

た。この背景や原因として、2013 年に当社で執筆したレポートでも、開発サイクルの短縮化や、部品の共通

化、消費者の安全意識の向上などを示しており、これらは今なおリコール増加要因のひとつとなっている。

そこで本章では、近年新たに見られるようになった上記以外のリコール増加の背景や原因をまとめる。 

4.1. 技術の複雑化・高度化 

2 章に記載した通り、近年は自動車の「電動化」、「自動化」などの新しい技術が急速に普及している。特に

ソフトウェアが担う役割は、従来の自動車よりも多岐にわたっているため、複雑化・高度化することで不具

合発生のリスクも高くなっている。国土交通省では、自動車の安全・環境性能の向上に伴う電子制御などの

新技術について、「自動車整備技術の高度化検討会」を設置し、克服すべき課題や整備技術の検討を実施して

いる。また、独立行政法人 自動車技術総合機構では、自動車技術の複雑化・高度化に対応するため「安全基

準・技術評価手法の開発や研究」を行っている。このように、技術の複雑化・高度化に対応するため国内で

は様々な取り組みが実施されているが、自動車の構造やシステムが複雑になることで不具合の発生が増え、

リコールが増加する要因になっていると考えられる。 

4.2. インターネットやソーシャルメディアの普及 

インターネットやソーシャルメディアの普及により、自動車に不具合が生じた際には、迅速に情報共有で

きるようになった。これにより、自動車メーカーや規制当局が自動車の問題に気付くことが容易になり、リ

コール件数も増加する要因になっているとされている22。また、インターネットの普及によって、消費者が自

動車の安全性や品質に関する情報を簡単に入手できるようになった。その結果、消費者の安全性に対する要

求や意識がさらに向上し、従来見逃していた問題に消費者が気付き、メーカーに報告するという動きが促進

されていると推測する。 

4.3. 競争率の高さ 

自動車の「電動化」、「自動化」に伴い、電機業界や IT 業界など、これまで自動車業界には介入していなか

った異業種やベンチャー企業の自動車産業への参入がみられている。また、他のメーカーに対抗するため、

自動車の開発期間を短縮するという自動車メーカーの動きも確認されている。新規事業者の介入という動き

からは、十分な知見に基づく開発が困難である可能性があり、また、自動車メーカーによる開発期間の短縮

は、部品・部材メーカーの開発・製造スピードにも影響することになる。これらの競争率の高さから、製品

の品質や安全性の検証が不十分となる可能性も考えられ、リコールリスクに波及するおそれがある。 

4.4. IoT 技術の導入（データ取得や解析技術の向上） 

近年の自動車では、IoT 技術を活用して、車両の状態や走行データをリアルタイムに収集することが可能

となっている。これにより、車両の不具合を早期に検知することができるようになったが、軽微な不具合で

あっても「事故の未然防止ためにリコールする」ということも増えたと推測される23。 

                              
22 Roseman Law Firm,PLLC「Why are There so Many Vehicle Recalls Latelr?」， 
 https://www.helpforlemoncars.com/blog/2018/07/motor-vehicle-recalls-can-be-more-than-just-a-headache/ 
（アクセス日：2023-09-18） 

23 Top Class Actions「There are a lot more auto recalls than there used to be. Here’s why.」，
https://topclassactions.com/in-depth/there-are-a-lot-more-auto-recalls-than-there-used-to-be-heres-why/ 
（アクセス日：2023-09-18） 
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5. リコール対策 

ここまで部品・部材メーカーを取り巻くリコールリスクについて述べてきたが、最後に数あるリコール対

策のポイントのうち、特に新技術導入の際に留意すべき要点などについて紹介する。 

5.1. 品質管理体制の強化 

品質管理体制を強化していくことで、欠陥製品の製造・流出リスクが低減するため、リコールリスクの低

減についても期待できる。検査や製造方法の標準化・システム化など、現状の品質管理体制に満足すること

なく改善していくことが重要である。 

5.2. デザインレビューの徹底 

設計や開発の各段階で、関連部署と協議し、潜在的な問題やリスクを早期に特定して修正することで、設

計上の欠陥を防止することができる。設計段階の修正であれば、販売後のリコールによる改修よりも低コス

トで容易にできる可能性が高い。早期に問題を特定しておくことで、リコールリスクやコストを低減するこ

とが可能となる。 

5.3. トレーサビリティの向上 

製品のトレーサビリティを向上することは、リコール発生時の迅速な原因特定を可能にするだけでなく、

リコールリスクの低減にも寄与するものと考える。生産工程でトラブルが発生した際に、対象範囲を明確に

特定できることで、トラブルの原因特定や分析に役立つ可能性が高い。バーコード化やデータベースの構築

など、誰でも簡単に追跡できるシステムを導入してトレーサビリティを向上しておくことは、リコール対策

としても有効である。 

5.4. 供給先とのコミュニケーション強化 

自動車メーカーなどの供給先とコミュニケーションをとることは、製品の品質や安全性を維持・向上する

上で必須事項であると言える。「定期的な情報交換」、「共同での開発・安全性検証」、「フィードバックを受け

る」など日常的にコミュニケーションをとっておくことで、開発部品の仕様へ反映することも可能となる。 

5.5. 従業員への継続的な教育 

製品の品質を維持・向上するためには、従業員の技能も重要である。従業員が正しい知識や技術を持って

いない場合、製造や検査工程で製品の不具合に気付くことができないおそれがある。そのため、定期的な技

能研修や新技術・新材料の展示会への参加などを通して、従業員の技能や知見を維持・向上していくことを

推奨する。 

5.6. リコール保険の検討 

表 1に示した通り、自動車の部品・部材が原因となってリコールに至った場合、部品・部材メーカーが「数

億～数百億円」という金額を求償されるケースも存在する。このような不確定性の高い重要リスクについて

は、金融的なリスクヘッジの手法として保険もひとつの有効な対策として検討する余地があると考える。 
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5.7. 外部情報の収集 

これまでに示したように、自動車業界では「電動化」や「自動化」などの様々な新しい技術が急速に普及

していることから、リコールの事象や原因自体も変化していくことが想定される。このため、リコールの事

象や傾向の確認、類似製品での事故事例などについては、外部情報を収集することが重要となる。 

リコールの情報は、国内含めて各国の当局によって管理、公表されているため、そのような情報を確認す

ることで外部情報を得ることができる。ただし、各種情報は様々なサイトに分散しているため、確認には工

数がかかる。これに関して、当社では国内、米国、欧州における各種製品のリコール事例を和訳し、一元的

に管理した情報などを配信するサービス「PL・リコールクラブ」を提供している。このようなサービスを使

うことにより、定期的かつ体系的に外部情報を収集でき、自社製品に係るリスクも的確かつ迅速に把握する

とともに、具体的な対策のヒントを多数得ることが可能である。 

 

 

図 9 PL・リコールクラブ24 

 

6. おわりに 

本レポートでは、最新のリコール動向や過去の事例などから、自動車の部品・部材メーカーにおけるリコ

ールリスクの現状と対応策等について示した。自動車業界では、今後も先進的な技術の導入が加速すること

が予想され、部品・部材メーカーにおいても技術の複雑化と高度化に対応しなければならない。これにより

リコールリスクはさらに増加していくことが懸念される。部品・部材メーカーとしては、このようなリスク

を回避するためにも、「品質管理体制の強化」や「デザインレビューの徹底」、「トレーサビリティの向上」な

どの対策を講じながら、製品品質の向上とリスク管理の更なる強化が必要であると考える。 

  

                              
24 SOMPO リスクマネジメント「PL・リコールクラブ」，https://plclub.sompo-rc.co.jp/PLClub/ 

（アクセス日：2023-09-20） 



損保ジャパン RM レポート ｜ Issue 247 ｜ 2023 年 11 月 6 日 

Copyright © 2023 Sompo Risk Management Inc. All rights reserved. ｜ 14 

参考文献 

・国土交通省「各年度のリコール届出件数及び対象台数」，https://renrakuda.mlit.go.jp/renrakuda/data004.html 

(アクセス日：2023-09-13) 

・外部省「人口の多い国」，https://www.mofa.go.jp/mofaj/kids/ranking/jinko_o.html（アクセス日：2023-09-25） 

・一般社団法人 日本自動車工業会「世界生産・販売・保有・普及率・輸出」， 

 https://www.jama.or.jp/statistics/facts/world/index.html（アクセス日：2023-09-25） 

・National Highway Traffic Safety Administration (米国道路交通安全局) 「NHTSA 2022 Annual Report Safety 

Recalls 」， https://www.nhtsa.gov/sites/nhtsa.gov/files/2023-03/2022-Recalls-Annual-Report_030223-tag.pdf 

(アクセス日：2023-09-11) 

・国土交通省「自動車のリコール・不具合情報 公開資料」，https://renrakuda.mlit.go.jp/renrakuda/data.html 

（アクセス日：2023-09-20） 

・日本貿易振興機構（ジェトロ）作成レポート「2022 年米新車市場と 2023 年見通し（後編）EV は前年から大幅に増加」, 

https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2023/2051865300b80d0d.html（アクセス日：2023-09-11） 

・自動車総合安全情報「ASV（先進安全自動車）」，https://www.mlit.go.jp/jidosha/anzen/01asv/index.html 

（アクセス日：2023-09-11） 

・Roseman Law Firm,PLLC「Why are There so Many Vehicle Recalls Latelr?」， 

https://www.helpforlemoncars.com/blog/2018/07/motor-vehicle-recalls-can-be-more-than-just-a-headache/ 

（アクセス日：2023-09-18） 

・Top Class Actions「There are a lot more auto recalls than there used to be. Here’s why.」， 

https://topclassactions.com/in-depth/there-are-a-lot-more-auto-recalls-than-there-used-to-be-heres-why 

（アクセス日：2023-09-18） 

・当社 RM レポート「自動車部品・部材のリコールリスク 部品・部材メーカーから見たリスクの特徴とポイント」 

（2013 年 7 月），https://image.sompo-rc.co.jp/reports_org/r93.pdf（アクセス日：2023-09-11） 

・SOMPOリスクマネジメント「PL・リコールクラブ」，https://plclub.sompo-rc.co.jp/PLClub/（アクセス日：2023-09-20） 

執筆者紹介  

松本 英里子 Eriko Matsumoto 

リスクマネジメント事業本部 リスク調査部 

賠償・労災グループ 

主任コンサルタント 

専門は製品安全・製造物責任 
 

安藤 悟空 Goku Ando 

リスクマネジメント事業本部 リスク調査部 

賠償・労災グループ 

上級コンサルタント（チームリーダー） 

専門は製品安全・製造物責任 
 

中西 紀 Kaname Nakanishi 

リスクマネジメント事業本部 リスク調査部 

賠償・労災グループ 

コンサルタント 

専門は製品安全・製造物責任 

ＳＯＭＰＯリスクマネジメントについて  

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社は、損害保険ジャパン株式会社を中核とするＳＯＭＰＯホールディング

スのグループ会社です。「リスクマネジメント事業」「サイバーセキュリティ事業」を展開し、全社的リスクマネジメント

（ERM）、事業継続（BCM・BCP）、サイバー攻撃対策などのソリューション・サービスを提供しています。 

 本レポートに関するお問い合わせ先  

ＳＯＭＰＯリスクマネジメント株式会社 

営業企画部 広報担当 

〒160-0023 東京都新宿区西新宿 1-24-1 エステック情報ビル 

TEL：03-3349-3500 


